
  

日本公庫による保証人特例制度の概要 

「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、経営者の個人保証によらない融資
を促進するため、日本公庫における制度の新設・拡充を行います。 

 これまでもマル経融資（経営改善貸付）、経営力強化資金及び新創業融資制度等により経営者保証によらない融資に取
り組んでいましたが、当該制度について限度額引上げや金利引下げ等の拡充を行います。また、経営者保証を免除する制
度を新設し、融資制度にかかわらず創業者・小規模事業者の経営者の個人保証によらない融資を促進します。 
【新制度の概要】 
○対象者：以下の要件を満たす方等 
 ①公庫との取引が３年以上あり、直近３年間、返済の延滞がないこと、②法人と経営者個人の資産・経理の 
 明確な分離等について認定支援機関等の外部専門家による確認を受けること、③法人のみの資産・収益力で借入  
 金の返済が可能と判断できること、④中小会計を適用していること、⑤財務制限条項を含む特約を締結すること 
○制度利用時の加算利率：一律０．３％の上乗せ 
○加算利率の免除対象：企業再建・事業承継支援資金（事業承継関連等）による貸付（補正予算成立後） 
○特約条項違反時の対応：上乗せ金利に０．３％の加算等  

国民生活事業（創業者・小規模事業者向け） 

 これまでも保証人免除制度や保証人猶予制度により経営者保証によらない融資に取り組んでいましたが、制度内
容を見直し、中小企業者にとってより利用しやすい制度としました。 
【制度の概要】 
○対象者：財務制限条項を含む特約を締結される方 
特約の内容 免除制度：次のいずれにも該当しないこと等 ①２期連続減価償却前経常赤字、②債務超過 
      猶予制度：業況報告、真実の情報の開示等の表明、業況悪化時の経営指導、役員報酬の総額制限等 
○制度利用時の加算利率：上乗せ無し～０．４％（免除制度）、上乗せ無し～０．１％（猶予制度） 
○加算利率の免除対象：企業再建・事業承継支援資金（事業承継関連等）による貸付けを受けた方、また、 
      新企業育成貸付（一部資金を除く）を利用したことがあり一定要件を満たす方等（補正予算成立後） 
○特約状況違反時の対応：上乗せ金利に０．３％加算（免除制度）、保証発生（猶予制度） 
○主な見直し内容：特約条項の必須要件の削減や簡素化、特約条項違反時の対応の見直し 
         制度利用時の加算利率の見直し、加算利率の免除対象の拡充    

中小企業事業（中小企業者向け） 

新設・拡充 

拡充 
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